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県内経済の動向

概 況

グラフでみる県内景気
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〈 月 次 〉〈 年 度 〉

前年度比増減率 11.6
戸数 4,609

340

71.7

	 2021 年度の新設住宅着工戸数は 4,609 戸で前年度比 11.6％増となり、5 年ぶりに前年を上回っ

た。2022 年 4 月は、340 戸で前年比 71.7％増となり、5 か月連続で前年を上回った。住宅着工

件数は、持ち直しの動きがみられる。

　最近の県内景気（ 4 月～ 5 月）は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、

基調としては緩やかに持ち直している。生産面においては、機械工業が、一部に弱い動きが

みられるものの、全体としては増勢を維持している。需要面においては、設備投資が回復傾

向にあるほか、個人消費も持ち直している。

需要：個人消費は、経済活動が正常化しつつあるなか、外出機会が増加し衣料品が伸長した

ほか、飲食などサービス消費も活発化するなど、持ち直しの動きが続いている。設備投資

は、製造業を中心に回復傾向にある。

生産：機械工業は、半導体製造装置や工作機械、各種電子部品で好調が続くなど全体として

は増勢を維持しているが、供給制約の影響が広がりつつあるなかで一部に弱い動きもみられ

る。地場産業関連は、国内需要の縮小や原材料価格の上昇、新型コロナウイルス感染症の影

響など厳しい局面が続いているが、一部に回復の動きもみられる。
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大型小売店販売額（店舗調整前）

乗用車販売台数

「経済産業省・山梨県自動車販売店協会」

大型小売店販売額・乗用車販売台数推移
（前年比増減率）
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倒産件数  0
負債総額  0.0

負債総額

倒産件数

有効求人倍率

「山梨労働局職業安定部・東京商工リサーチ甲府支店」

雇用情勢・企業倒産の推移

有効求人倍率

企 業 倒 産

消 費 動 向

　 4月～ 5月の商況をみると、経済活動が正常

化しつつあるなか、外出機会が増加し衣料品が

伸長したほか、飲食などサービス消費も活発化

するなど、持ち直しの動きが継続。

　 4 月の乗用車販売は、前年同月比 26.3％減

（普通車 20.3％減、小型車 34.8％減）と、8 か

月連続の前年比減少。

　 4月の県内観光は、新型コロナウイルス感染

症の市中感染が落ち着いていたことから、週末

を中心に入込みが増加するなど、持ち直しの

動き。

建 設 動 向

住宅建設：新設住宅着工戸数（ 4月）は、前年

同月比 71.7％増と 5 か月連続の増加。

利用関係別でみると、持家（前年同月

比 25.4％増）が 2か月ぶりの増加、貸

家（同 80.8％増）が 5か月連続の増加、

分譲住宅（同 325.9％増）が 4 か月連

続の増加。

公共工事：公共工事保証請負額（ 4月：東日本

建設業保証㈱）は 155 億 40 百万円で、

前年同月比24.1％の減少。発注者別に

みると、国が前年同月比 10.0％減少、

県が同 0.9％増加、市町村が同 91.3％

増加。

雇 用 情 勢

　 4月の有効求人倍率は 1.38 倍で、前月と比べ

て 0.05 ポイント上昇。

　新規求人数は、前年同月比 15.8％増と 14 か

月連続の増加。産業別では、製造業、情報通信

業、運輸業・郵便業、卸売業・小売業、学術研

究・専門・技術サービス業、宿泊業・飲食サー

ビス業、生活関連サービス業・娯楽業、教育・

学習支援業、医療・福祉、サービス業等は増加、

建設業等は減少。

企 業 倒 産

　 5月の企業倒産（負債総額 1千万円以上）は

0 件（東京商工リサーチ調べ）。前月と比べて

件数は 1件減少、負債総額も 20 百万円減少。
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生産・出荷動向
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「経済産業省・県統計調査課」

山梨県鉱工業生産指数推移
（2015 年＝100、季節調整済）

	 	3 月の鉱工業生産指数は 134.1 で前月比 4.9％の上昇。

	前年比（原数値）では 13.4％の上昇となり、18 か月連続の上昇。

	業種別にみると、電気機械工業、金属製品工業、輸送機械工業等の 9 業種が上昇、食料

品工業、生産用機械工業、電子部品・デバイス工業等の 6業種が低下。

食　　品：ミネラルウォーターは、好調な出荷を維持。健康志向の高まりを背景に家庭向けが堅調な
ほか、飲食店向けにも回復の動き。冷菓類は、出荷が堅調。ワインは、飲食店向けやイベン
ト向けが伸長し、出荷が前年を上回る状況。

ニ ッ ト：受注面をみると、全体として持ち直し。外出機会の増加や消費マインドの高まりから春夏
物の店頭販売が好調で、シーズン終盤を迎えても受注量が増加。生産面をみると、春夏物の
追加対応や納期の前倒しで、稼働率は例年超え。

織　　物：ネクタイ地は、カジュアル化の進展が下押し圧力となり、全体として受注・生産が軟調。
婦人服地は、アウター衣料の需要増加を背景に、受注・生産に上向きの兆し。洋傘地は、需
要期を迎えやや繁忙。先行きに明るさも。

宝　　飾：店頭在庫が品薄で、展示会等でも品揃えの充実を図る動きがみられることから、受注・生
産は上向き。採算面をみると、円安などの影響から地金・原石価格が高騰。納入価格への即
時転嫁は難しく、一時的に利幅が縮小する先も。

電気機械、情報通信機械、電子部品・デバイス：コンピュータ数値制御装置関連は、国内外における
工作機械需要の拡大を受け受注・生産が好調。水晶振動子は、受注・生産が高水準を維持。
「5G」関連需要が底堅いなか、主力のスマートフォン向けが好調。

生産用機械：半導体製造装置は、受注・生産が高水準で推移。幅広い用途での半導体需要が拡大して
いることから、半導体メーカーの旺盛な投資意欲が続く。産業用ロボット及び工作機械は、
受注・生産が好調に推移。

輸送機械：自動車部品は、受注・生産が減少傾向で推移。半導体不足や中国上海市のロックダウン（都
市封鎖）により部品・部材の調達に影響が出ており、完成車メーカーが工場の稼働を停止し
ていることが要因。

汎用・業務用機械：デジタルカメラ部品は、高級カメラ部品など一部に増産の動きがみられるなか、
全体としては受注・生産が持ち直し。プリンタ関連部品は、受注・生産が弱含み。バルブ関
連部品は、受注・生産が前年を下回る水準で推移。
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食料品工業生産指数推移食 品

ニット

ミネラルウォーターは好調な出荷を維持

受注は全体として持ち直し

　ミネラルウォーターは、好調な出荷を維持し

ている。健康志向の高まりから、ゼロカロリー

であるミネラルウォーターの人気が高まってお

り、家庭向けが堅調に推移している。また、飲

食店向けにも回復の動きがみられる。

　冷菓類は、出荷が堅調に推移している。家庭

向けの需要が旺盛で、なかでも高価格帯の製品

は引き合いが増加している模様。

　ワインは、出荷が前年を上回っている。各種

の規制緩和から、飲食店向けやイベント向けが

伸長している。ただし、消費者側の外出自粛や

イベント開催側の提供自粛など、一部に慎重姿

勢が窺われ、その伸びは緩やかとなっている。

　春夏物の生産・出荷が終盤を迎えるなか、秋

冬物の取扱いも始まっている。

　受注面をみると、前年を上回る先が増加し、

全体として持ち直している。新規感染者数に落

ち着きがみられるなか、外出機会の増加や消費

マインドの高まりから、春夏物の店頭販売に好

調さが窺われる。そのため、最終納入先である

アパレルや小売店の発注姿勢に積極性がみら

れ、シーズン終盤を迎えても受注量が増加して

いる模様。

　生産面をみると、需要の拡大に伴う春夏物の

追加対応に加え、納期の前倒し要請もあり、稼

働率は例年より高めで推移している。
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№ 533 号　1,250 部

4山梨中央銀行　調査月報　2022.6

県内主要業界の動向



織 物

宝 飾

洋傘地は需要期を迎えやや繁忙

受注・生産は上向き

　ネクタイ地は、秋冬物の生産が本格化してい

る。カジュアル化の進展が下押し圧力となり、

全体としては受注・生産が軟調に推移してい

る。ただし、足元ではビジネスシーンでの外出

や出張の制限に緩和がみられ、需要が持ち直し

ている模様。

　婦人服地は、受注・生産に上向きの兆しが窺

われる。経済活動が正常化しつつあるなか、外

出機会の増加により、アウター衣料の需要が高

まっていることが背景にある。

　洋傘地は、需要期を迎え、やや繁忙している。

高額品向けの引き合いも増え始めており、先行

きに明るさが窺われるとの声も。

　受注・生産は、上向いている。百貨店などの

店頭販売の復調により在庫が品薄となっている

ほか、展示会や催事が活発に展開され、品揃えの

充実を図る動きがみられることが背景にある。

　採算面をみると、ウクライナ情勢や円安を背

景とした地金価格の高騰に加え、ダイヤモンド

や色石、真珠などの価格も上昇している。納入

価格への転嫁も進みつつあるが、即時の転嫁は

難しいため、一時的に利幅が縮小しているとの

声も。

　なお、5 月 26 日から 28 日に神戸国際宝飾展

が開催された。来場者数は増加したものの、商

談数は少なく、やや精彩を欠いた模様。
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電気機械
情報通信機械
電子部品・デバイス

水晶振動子は、受注・生産が高水準

　コンピュータ数値制御装置関連は、国内外に

おける工作機械需要の拡大を受け、受注・生産

が好調に推移している。

　水晶振動子は、受注・生産が高水準を維持し

ている。「 5 G」関連需要が底堅いなか、主力の

スマートフォン向けが好調なほか、IoT（モノの

インターネット）関連機器向けも伸長している。

　リードフレームは、受注・生産が好調に推移

している。車載向け、基地局向けなどパワー半

導体向けが拡大しているほか、LED 関連向け

も堅調に推移している。

　電源装置関連は、国内インフラ向けや半導体

製造装置向けで、堅調な受注を確保している。
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生産用機械

輸送機械

半導体製造装置の受注・生産は高水準

自動車部品の受注・生産は減少傾向

　半導体製造装置は、受注・生産が高水準で推

移している。幅広い用途で半導体需要が拡大し

ていることから、半導体メーカーの旺盛な投資

意欲が続いている。県内部品メーカーにおいて

はフル稼働となっている先も散見されるが、設

備や人員不足により生産が追い付かず、多くの

受注残を抱える先も。

　産業用ロボット及び工作機械は、受注・生産

が好調に推移している。先行きについても、当

面は増勢が続くとみられる。

　なお、半導体などの部品・部材不足の影響に

より生産の停滞がみられ、納期も長期化してい

る模様。

　 3月の全国の四輪車生産台数は、前年同月比

17.3％減と 8 か月連続で前年を下回り、車種別

では、乗用車が 18.6％減、トラックが 10.5％減、

バスが 3.3％増となった。二輪車生産台数は

9.1％減となり、3か月連続で前年を下回った。

　自動車部品は、受注・生産が減少傾向で推移

している。半導体不足や中国上海市のロックダ

ウン（都市封鎖）により部品・部材の調達に影

響が出ており、完成車メーカーが工場の稼働を

停止していることが背景にある。先行きについ

て、供給制約の解消時期が不透明ななか、エネ

ルギーや原材料などの価格上昇が収益圧迫要因

となっており、厳しい状況が続くとの声も。
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汎 用 ・
業務用機械

建 設

デジタルカメラ部品の受注・生産は持ち直し

ロシア産の木材調達が困難に

　デジタルカメラ部品は、高級カメラ部品など

一部に増産の動きがみられるなか、全体として

は受注・生産が持ち直している。

　プリンタ関連部品は、受注・生産が弱含んで

いる。業務用で改善の動きがみられる一方、オ	

フィス向けは前年を下回る水準で推移している。

　医療機器は、総じて受注・生産が安定的に推

移している。

　バルブ関連部品は、受注・生産が前年を下回

る水準で推移している。

　なお、中国上海市のロックダウン（都市封鎖）

により部品・部材の調達に影響が出ており、生

産のボトルネックとなっているとの声も。

　 4月の公共工事保証請負額（東日本建設業保

証㈱）は 155 億 40 百万円、前年同月比 24.1％

減と、4 か月連続の減少。発注者別では県（前

年同月比 0.9％増）、市町村（同 91.3％増）が

増加した一方、国（同 10.0％減）は減少した。

土木部門では、前年度の工事が繰り越しとなり、

案件を複数抱えている事業者もみられる。

　民間工事は、工場の新設や増設の動きがみら

れるほか、住宅着工戸数も前年を上回るなど、

堅調に推移している。

　なお、ロシアのウクライナ侵攻の影響で、ロ

シア産の木材調達が困難となっており、木材全

般の仕入価格が上昇しているとの声も。
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商 業

観 光

外出機会増加により衣料品が伸長

大型連休前半は満室となる施設も

　 4月～ 5月の商況をみると、経済活動が正常

化しつつあるなか、外出機会が増加し衣料品が

伸長したほか、飲食などサービス消費も活発化

するなど、持ち直しの動きが続いている。

　品目別にみると、食料品は、前年並みの水準

で推移。衣料品は、外出機会の増加により婦人

服、紳士服ともに伸長。家電品は、総じて堅調

に推移しているものの、中国上海市でのロック

ダウン（都市封鎖）の影響により一部製品で欠

品が発生。乗用車は、半導体不足の影響で納期

が長期化しており、新車販売台数が前年割れ。

　なお、飲食サービス業は、人流が回復するな

か、持ち直している。

　 4月の県内観光は、新型コロナウイルス感染

症の市中感染が落ち着いていたことから、週末

を中心に入込みが増加するなど、持ち直しの動

きがみられた。

　地域別にみると、石和、湯村、下部の各温泉

地は、県民割の利用対象県からの宿泊客が増加。

富士北麓では、学生サークルの利用が上向きつ

つあるほか、ファミリー層の入込みも堅調に推

移。八ヶ岳南麓は、道の駅などの観光施設が

活況。

　なお、大型連休前半は満室となる宿泊施設が

みられ、連休後半の予約も好調な施設が多かっ

た模様。
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GW期間の特急・高速道路利用者は増加

　JR 東日本は、9 日、ゴールデンウィーク期

間中の中央線の特急利用状況を発表した。

　これによると、4 月 28 日から 5 月 8 日まで

の利用者数は、3 年ぶりに行動制限がなかった

ことなどから、前年に比べて 115％増加の 25

万 3,000 人となった。

　一方、中日本高速道路の調べによると、中央

自動車道（相模湖 IC ～上野原 IC 間）の交通

量（ 1日あたり平均断面交通量）も、前年に比

べて 20％増加の 6万 5,100 台となった。

太陽光発電設備等共同購入者の募集開始

　山梨県は、11 日、太陽光発電パネル及び蓄

電池システム等の普及を図るため、太陽光発電

設備等の共同購入希望者の募集を開始した。

　これによると、本事業は、広く県民から設備

等の購入希望者を募り、一括して発注すること

でスケールメリットを働かせ、通常より安い価

格で購入できる仕組みとなっている。これによ

り普及のネックとなっている初期費用を抑える

ことができる。施工は、県と協定を締結したア

イチューザー社が実施するとしている。

県産果実輸出額、1.6倍の17億円

　山梨県は、17 日、2021 年の県産果実輸出額

が 17 億 5,600 万円となり、令和 4 年の輸出目

標額である 13 億円を 1 年前倒しで達成したと

公表した。

　県によると、令和 2年度以降、香港や台湾な

どのアジア諸国を中心に、リアルとデジタルを

組み合わせた効果的なプロモーションを継続的

に実施したことに加え、高品質・高付加価値商

品として積極的に情報発信に取り組んだ成果が

現れたとしている。

GW観光客数は昨年比5割増加に

　山梨県は、17 日、ゴールデンウイーク期間

中（ 4 月 29 日～ 5 月 8 日）に県内の主な観光

施設等を訪れた観光客の状況を公表した。

　これによると、期間中の調査地点（69 地点）

における観光客数は延べ 103 万 4 千人で、昨年

と比較して 50.4％増加した。3 年ぶりに行動制

限のないゴールデンウィークとなり、観光需要

が高まったことが影響した模様。

　なお、コロナ禍前の 2019 年比では 43.0％減

少している。

ルネサス　甲府工場を再開

　半導体製造のルネサスエレクトロニクスは、

17 日、2014 年 10 月に閉鎖した甲府工場の稼働

再開を予定していると発表した。

　同社によると、パワー半導体の需要が高まる

なか、特に電気自動車向けの需要が急拡大する

ことを見据え甲府工場を稼働する。本格的な量

産が開始となれば同社のパワー半導体の生産能

力は 2 倍となるとしている。なお、同工場は、

2024 年の稼働再開を目指しており、900 億円規

模の設備投資を予定している。

走行中の給電実用化に向け実証実験へ

　山梨県などは、25 日、ワイヤレス給電技術の	

活用を進めるための実証実験を行うと公表した。

　山梨県、甲斐市、日本航空学園、富士山の銘

水、富士ウェーブの 5者は、協定に基づき日本

航空学園の敷地内にコースを設け、世界初の電

界結合方式によるワイヤレス走行中給電の本格

的な実証実験を行う。この技術は、道路の下に

金属板を埋設し、電気自動車の底面に設置した

金属板に電力を送ることで、走行中の給電が可

能となっている。

（5月を中心として）
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摘要

年月

県 人 口 県税収入済額 鉱工業生産指数 鉱工業出荷指数 鉱工業在庫指数 景気動向指数
（CI）

消費者物価指数
（甲府市）

人口 前年比 金額 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 先行指数 一致指数 遅行指数 指数 前年比

人 ％ 億円 ％ 2015年＝100 ％ 2015年＝100 ％ 2015年＝100 ％ 2015年＝100 2020年＝100 ％

2019 年 812,056 △ 0.8 936 △ 3.5 109.2 △ 12.1 112.6 △ 11.4 122.3 △ 6.0 105.6 100.6 95.7 100.5 0.7

2020 年 809,974 △ 0.3 922 △ 1.5 104.9 △ 3.9 110.9 △ 1.5 143.4 17.3 105.3 101.4 83.5 100.0 △ 0.5

2021 年 805,338 △ 0.6 125.2 112.1 99.1 99.3 △ 0.7

2021.	 4 805,756 △ 0.1 56 10.6 123.0 15.4 128.6 19.8 160.1 18.1 119.7 103.7 89.3 99.4 △ 0.9

5 806,537 △ 0.1 134 10.6 124.3 28.6 134.0 28.9 146.6 10.3 126.1 107.7 91.1 99.7 △ 0.6

6 806,290 △ 0.1 167 16.2 128.4 38.6 137.6 35.2 136.6 0.8 129.3 109.4 92.3 98.6 △ 1.5

7 805,993 △ 0.1 89 △ 7.3 124.6 22.4 129.8 17.5 137.7 10.5 127.6 110.8 94.3 98.8 △ 1.2

8 805,751 △ 0.1 61 △ 1.8 120.2 19.5 127.7 17.9 132.8 9.0 122.5 102.7 91.9 99.0 △ 1.0

9 805,663 △ 0.1 51 △ 4.2 123.5 21.4 130.6 19.0 148.2 17.0 121.0 108.5 93.1 99.2 △ 0.7

10 805,338 △ 0.6 67 14.1 128.9 15.5 133.6 13.9 143.4 1.5 127.6 115.0 96.8 98.8 △ 0.8

11 805,118 △ 0.6 74 4.3 136.5 14.1 140.9 13.4 150.0 1.3 126.0 117.2 98.6 99.2 △ 0.1

12 804,749 △ 0.6 105 3.7 131.7 13.1 137.2 11.3 159.4 7.9 125.2 112.1 99.1 99.2 0.1

2022.	 1 804,245 △ 0.6 77 14.2 135.3 12.1 142.0 6.5 186.9 32.4 127.1 114.2 99.9 99.5 △ 0.4

2 803,297 △ 0.6 38 △ 7.7 127.8 9.5 135.7 6.0 185.1 34.7 120.3 108.6 109.4 99.8 0.0

3 802,500 △ 0.6 57 11.5 134.1 13.4 140.8 8.3 221.8 77.2 133.5 114.6 106.3 100.3 0.3

4 800,598 △ 0.6 59 4.5

出所 県統計調査課 県税務課 県統計調査課 県統計調査課 県統計調査課

摘要

年月

人　口 租 税 収 入 鉱工業生産指数 鉱工業出荷指数 鉱工業在庫指数 景気動向指数
（CI）

消費者物価指数

人口 前年比 金額 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 先行指数 一致指数 遅行指数 指数 前年比

千人 ％ 億円 ％ 2015年＝100 ％ 2015年＝100 ％ 2015年＝100 ％ 2015年＝100 2020年＝100 ％

2019 年 126,167 △ 0.2 584,415 △ 3.2 101.1 △ 3.0 100.2 △ 2.7 101.7 1.2 91.2 95.5 102.5 100.0 0.5

2020 年 125,708 △ 0.4 608,216 4.1 90.6 △ 10.4 89.6 △ 10.6 93.2 △ 8.4 96.5 90.0 90.9 100.0 0.0

2021 年 125,502 △ 0.2 95.9 5.8 93.9 4.8 97.9 5.0 102.9 96.9 94.9 99.8 △ 0.2

2021.	 4 125,417 △ 0.4 44,503 8.7 100.0 15.8 97.7 16.2 94.7 △ 9.8 102.9 95.6 93.7 99.1 △ 1.1

5 125,339 △ 0.4 12,074 23.8 93.5 21.1 92.3 21.5 93.7 △ 8.7 102.5 93.9 93.8 99.4 △ 0.8

6 125,285 △ 0.5 26,229 15.5 99.6 23.0 96.7 19.2 95.7 △ 5.0 103.5 95.3 94.8 99.5 △ 0.5

7 125,682 △ 0.1 62,626 △ 5.1 98.1 11.6 96.4 11.2 95.0 △ 4.5 103.4 94.7 95.1 99.7 △ 0.3

8 125,633 △ 0.1 54,350 32.6 94.6 8.8 92.2 7.2 94.9 △ 3.7 101.6 92.8 94.2 99.7 △ 0.4

9 125,559 △ 0.2 35,474 16.1 89.5 △ 2.3 86.6 △ 4.5 98.1 0.5 99.9 90.9 93.8 100.1 0.2

10 125,502 △ 0.2 42,654 11.6 91.1 △ 4.1 88.7 △ 5.6 98.7 2.2 100.6 92.8 93.8 99.9 0.1

11 125,443 △ 0.2 81,937 8.8 97.5 5.1 95.3 3.5 100.7 5.6 102.0 96.3 94.2 100.1 0.6

12 125,380 △ 0.2 38,702 8.3 96.5 2.7 95.4 2.8 100.8 5.0 102.9 96.9 94.9 100.1 0.8

2022.	 1 p125,440 △ 0.2 64,406 17.9 95.7 △ 0.5 93.9 △ 0.9 99.4 4.6 101.3 96.3 94.6 100.3 0.5

2 p125,340 △ 0.2 56,467 9.9 96.2 0.5 92.7 △ 1.5 101.3 7.1 100.1 96.8 95.2 100.7 0.9

3 p125,260 △ 0.2 35,292 27.9 96.5 △ 1.7 93.3 △ 2.4 100.9 6.8 100.8 97.5 95.4 101.1 1.2

4 p125,190 △ 0.2 p95.2 △ 4.8 p93.3 △ 4.3 p98.4 3.9 101.5 2.5

出所 総務省 財務省 経済産業省 内閣府 総務省

山梨県の主要経済指標①

全国の主要経済指標①

（注 1）

（注 1）

（注 2）

（注 2）

（注１）年数値は 10 月 1 日現在　（注２）年数値は年度計　（注 3）年数値は年平均　（注 4）年数値は 12 月現在　（注 5）pは速報値

（注 4）（注 3）

（注 4）（注 3）
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（注１）pは速報値

摘要

年月

大型小売店販売額
（店舗調整前）

コンビニエンスストア
販売額

家電大型専門店
販売額

ドラッグストア
販売額

ホームセンター
販売額

新車登録台数（除軽自） 軽自動車
販売台数合　計 乗 用 車

金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 台数 前年比 台数 前年比 台数 前年比

億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 台 ％ 台 ％ 台 ％

2019 年 900 2.0 928 0.1 190 1.1 541 2.8 276 1.0 21,973 △ 2.1 18,986 △ 2.9 16,378 △ 1.1

2020 年 1,189 1.9 875 △ 5.6 214 12.3 578 6.9 314 13.8 19,714 △ 10.3 16,861 △ 11.2 14,915 △ 8.9

2021 年 893 2.0 221 3.2 541 △ 6.5 324 3.2 20,081 1.9 16,605 △ 1.5 14,249 △ 4.5

2021.	 4 98 1.2 72 8.5 16 10.7 44 △ 7.5 30 4.6 1,650 35.2 1,383 31.1 1,275 42.8

5 104 1.5 76 8.7 20 24.4 46 △ 2.9 31 △ 1.8 1,436 40.8 1,250 42.5 1,095 98.4

6 98 △ 3.6 73 1.8 17 △ 20.5 46 △ 7.6 26 △ 7.1 1,665 18.2 1,287 7.7 1,124 △ 1.4

7 106 4.0 80 9.0 21 9.5 47 △ 4.3 28 5.7 1,897 19.3 1,545 11.4 1,110 △ 21.7

8 108 △ 2.1 80 △ 2.0 18 △ 17.6 48 △ 6.1 27 △ 8.3 1,465 16.5 1,202 12.0 924 △ 18.0

9 98 0.1 77 1.4 17 0.9 44 △ 5.9 25 4.5 1,400 △ 30.2 1,088 △ 37.6 889 △ 44.9

10 105 0.8 75 2.0 17 5.6 45 △ 4.5 27 9.7 1,270 △ 31.9 995 △ 35.8 872 △ 33.4

11 99 △ 2.1 73 △ 0.3 16 △ 5.2 45 △ 3.4 26 0.9 1,560 △ 16.2 1,291 △ 16.2 1,138 △ 17.0

12 129 △ 0.1 80 3.2 24 2.6 48 △ 6.1 34 2.4 1,533 △ 14.2 1,280 △ 15.6 1,010 △ 15.2

2022.	 1 102 △ 1.5 72 3.2 23 9.9 45 5.2 25 7.4 1,616 △ 5.8 1,286 △ 13.5 1,039 △ 18.0

2 94 △ 1.7 65 1.0 16 1.1 44 7.1 23 6.6 1,447 △ 17.9 1,140 △ 24.5 1,145 △ 24.6

3 106 3.0 75 2.9 21 14.8 46 5.3 27 5.6 2,395 △ 12.2 2,025 △ 11.5 1,557 △ 23.2

4 p102 3.6 p74 3.5 p17 7.4 p46 4.6 p29 △ 2.3 1,178 △ 28.6 1,019 △ 26.3 1,030 △ 19.2

出所 経済産業省 山梨県自動車販売店協会 県軽自動車協会

摘要

年月

大型小売店販売額
（店舗調整前）

コンビニエンスストア
販売額

家電大型専門店
販売額

ドラッグストア
販売額

ホームセンター
販売額

新車登録台数（除軽自） 軽自動車
販売台数合　計 乗 用 車

金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 台数 前年比 台数 前年比 台数 前年比

億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 千台 ％ 千台 ％ 千台 ％

2019 年 193,962 △ 1.3 121,841 1.7 45,454 3.5 68,356 5.6 32,748 △ 0.3 3,308 △ 1.8 2,817 △ 2.5 1,910 △ 0.7

2020 年 195,050 △ 6.6 116,423 △ 4.4 47,928 5.1 72,841 6.6 34,964 6.8 2,902 △ 12.3 1,103 △ 10.4 1,718 △ 10.1

2021 年 199,071 0.6 117,601 1.3 46,867 △ 2.3 73,066 0.3 33,905 △ 3.0 2,820 △ 2.9 2,394 △ 3.2 1,653 △ 3.8

2021.	 4 15,525 15.5 9,618 8.2 3,529 14.8 6,002 △ 3.0 3,033 1.6 212 22.2 182 26.3 140 42.0

5 15,410 5.7 9,734 5.3 3,830 0.9 6,178 1.8 3,226 △ 4.8 195 30.9 166 34.1 126 78.6

6 16,421 △ 2.3 9,731 1.7 3,795 △ 19.7 6,170 0.8 2,830 △ 10.1 237 9.3 198 8.8 131 △ 1.2

7 17,137 1.3 10,484 6.1 4,422 △ 2.9 6,334 2.1 2,940 △ 2.4 249 3.2 212 2.5 130 △ 17.0

8 16,078 △ 4.7 10,191 △ 1.2 3,697 △ 18.3 6,436 0.4 2,772 △ 14.0 209 4.6 175 3.6 113 △ 12.0

9 15,564 △ 1.3 9,973 1.1 3,551 △ 3.3 6,032 3.2 2,654 △ 3.2 208 △ 29.8 169 △ 32.8 113 △ 35.9

10 16,518 0.9 9,927 △ 0.2 3,511 1.9 6,081 4.6 2,797 0.0 179 △ 29.9 150 △ 32.1 103 △ 33.2

11 17,078 1.5 9,572 △ 1.0 3,579 △ 10.6 5,909 1.1 2,708 △ 4.0 222 △ 13.1 188 △ 13.9 133 △ 16.0

12 21,392 1.4 10,596 3.8 4,728 △ 8.3 6,581 1.2 3,302 △ 4.3 221 △ 10.1 191 △ 9.1 118 △ 13.6

2022.	 1 16,767 2.6 9,537 2.9 4,235 △ 1.7 6,175 5.7 2,505 △ 2.6 209 △ 12.4 182 △ 12.6 123 △ 17.1

2 15,036 0.1 8,721 0.6 3,466 △ 0.8 5,802 4.5 2,246 △ 4.1 215 △ 18.5 184 △ 18.6 141 △ 17.0

3 17,053 1.5 9,960 1.7 4,536 2.6 6,225 4.6 2,671 △ 2.2 330 △ 14.7 284 △ 13.5 186 △ 18.9

4 p16,238 4.0 p9,873 2.7 p3,578 1.4 p6,192 3.2 p2,986 △ 1.5 180 △ 14.9 153 △ 16.0 121 △ 13.4

出所 経済産業省 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会

山梨県の主要経済指標②

全国の主要経済指標②
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摘要

年月

家　計（勤労者世帯）（注 1） 現金給与総額
（規模 30 人以上）

所定外労働時間
（規模 30 人以上）

（製造業）

推計常用労働者
（規模 30 人以上）

新規求職者数 新規求人数 求人倍率
雇 用 保 険
受給者実人員

消費支出金額 同実質指数

金額 前年比 指数 前年比 金額 指　数
前年比 時間 指　数

前年比 人数 指　数
前年比 人数 前年比 人数 前年比 新規 有効 人数 前年比

円 ％ ％ ％ 円 ％ 時間 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 倍 人 ％

2019 年 328,322 10.8 106.7 10.0 330,353 △ 3.7 18.9 △ 9.6 159,031 △ 0.8 37,380 0.7 73,715 △ 4.9 1.97 1.37 27,779 7.7

2020 年 306,085 △ 6.8 100.0 △ 6.3 327,178 △ 1.0 16.5 △ 12.3 156,248 △ 1.6 36,079 △ 3.5 60,098 △ 18.5 1.67 1.01 36,914 32.9

2021 年 313,311 2.4 103.1 3.1 333,746 2.2 18.5 11.5 152,400 △ 2.5 35,022 △ 2.9 70,440 17.2 2.01 1.26 29,478 △ 20.1

2021.	 4 306,985 4.2 100.9 8.4 281,106 4.1 19.2 13.6 154,795 △ 1.6 3,776 6.5 5,156 31.1 1.73 1.16 2,454 6.5

5 282,997 12.4 92.7 16.6 285,274 2.8 16.9 34.1 152,921 △ 2.3 2,753 4.2 5,183 17.4 1.96 1.19 2,589 △ 7.3

6 262,420 △ 12.3 87.0 △ 8.1 494,262 △ 5.8 18.9 31.3 153,301 △ 2.4 2,620 △ 16.7 6,274 27.8 2.23 1.22 2,721 △ 17.1

7 300,613 △ 0.9 99.4 3.6 361,889 6.8 18.7 25.5 153,673 △ 2.0 2,634 △ 12.6 5,435 13.9 2.01 1.25 2,763 △ 21.8

8 332,057 14.2 109.6 15.4 277,791 0.9 16.7 7.6 146,692 △ 6.2 2,634 △ 0.6 4,913 19.0 1.88 1.23 2,758 △ 25.5

9 291,220 △ 8.4 95.9 △ 7.7 282,453 3.7 18.6 12.1 152,177 △ 1.7 2,782 △ 4.0 6,166 20.5 2.10 1.25 2,590 △ 28.7

10 309,793 △ 13.0 102.4 △ 12.3 279,051 3.6 19.5 15.4 152,647 △ 1.9 3,065 △ 6.3 6,176 17.0 2.05 1.27 2,433 △ 29.3

11 440,864 24.3 145.2 24.4 279,500 △ 5.2 19.0 6.2 149,169 △ 4.3 2,721 5.3 5,433 9.6 2.07 1.27 2,314 △ 27.4

12 367,895 16.0 121.2 15.8 633,973 6.4 17.4 △ 6.9 148,863 △ 4.3 2,252 △ 2.3 6,052 16.9 2.22 1.28 2,298 △ 21.7

2022.	 1 355,598 27.4 116.8 27.9 276,529 0.8 16.7 △ 6.7 146,362 △ 7.2 3,386 2.7 6,664 27.9 2.02 1.31 2,206 △ 20.9

2 285,665 6.8 93.5 6.9 276,220 1.2 18.4 △ 0.9 154,341 0.1 2,980 △ 10.9 5,878 3.1 2.00 1.32 2,182 △ 18.2

3 376,699 18.4 122.7 18.1 p284,729 △ 1.5 p19.9 △ 0.2 p153,599 0.1 3,419 1.0 7,110 9.4 2.10 1.33 2,170 △ 17.9

4 3,650 △ 3.3 5,971 15.8 2.16 1.38 2,026 △ 17.4

出所 総務省 県統計調査課 山梨労働局

摘要

年月

家　　計　（勤労者世帯） 現金給与総額
（規模 30 人以上）

所定外労働時間
（規模 30 人以上）

（製造業）

推計常用労働者
（規模 30 人以上）

新規求職者数 新規求人数 求人倍率 完 全 失 業 者
消費支出金額 平均消費性向

金額 前年比
（実質）

平均消費
性　　向 前年比 金額 指　数

前年比 時間 指　数
前年比 人数 指　数

前年比 人数 前年比 人数 前年比 新規 有効 失業者数 失業率

円 ％ ％ ポイント 円 ％ 時間 ％ 千人 ％ 千人 ％ 千人 ％ 倍 万人 ％

2019 年 323,853 2.7 67.9 △ 1.4 371,507 0.6 16.7 △ 7.2 29,513 0.3 4,713 △ 2.6 11,081 △ 5.4 2.35 1.55 162 2.4

2020 年 305,811 △ 5.6 38.7 △ 29.2 365,100 △ 1.7 13.4 △ 19.8 29,613 0.3 4,626 △ 1.8 8,771 △ 20.8 1.90 1.10 191 2.8

2021 年 309,469 1.2 37.2 △ 1.5 368,493 0.9 15.3 14.2 29,547 △ 0.2 4,630 0.1 9,629 9.8 2.08 1.16 193 2.8

2021.	 4 338,638 11.5 77.0 6.1 313,716 1.9 15.7 17.2 29,706 △ 0.3 537 14.5 756 15.2 1.90 1.09 209 2.8

5 317,681 13.1 86.4 13.1 309,110 2.5 14.2 43.4 29,682 0.1 354 △ 0.8 686 7.7 2.15 1.10 211 3.0

6 281,173 △ 5.8 38.8 3.4 546,754 0.6 15.2 49.0 29,653 △ 0.1 373 △ 14.1 797 5.4 2.10 1.13 206 2.9

7 302,774 4.9 56.2 4.8 425,601 1.5 16.4 43.9 29,652 △ 0.1 359 △ 7.7 758 8.3 2.03 1.14 191 2.8

8 294,112 △ 3.4 65.0 △ 4.8 305,945 1.2 15.1 29.1 29,566 △ 0.3 354 3.9 729 10.0 2.00 1.15 193 2.8

9 295,779 △ 2.8 75.9 △ 3.9 304,525 1.2 14.9 13.7 29,497 △ 0.2 368 △ 0.1 808 6.6 2.05 1.15 192 2.8

10 312,658 0.1 68.2 △ 0.3 305,596 1.0 15.1 7.1 29,531 △ 0.2 387 △ 3.6 857 8.7 2.03 1.16 183 2.7

11 304,207 △ 0.4 77.2 △ 2.3 319,111 1.2 16.1 7.3 29,500 △ 0.4 354 10.0 796 12.3 2.08 1.17 182 2.8

12 344,135 3.1 37.3 △ 1.3 668,518 2.0 16.6 8.5 29,490 △ 0.4 310 2.8 810 12.2 2.19 1.17 171 2.7

2022.	 1 314,358 5.6 79.4 1.9 308,444 0.7 14.9 6.4 29,333 △ 0.4 416 6.0 902 14.6 2.16 1.20 185 2.8

2 285,289 1.6 63.3 0.3 305,157 2.4 16.6 10.7 29,103 △ 1.3 382 △ 3.9 839 9.5 2.21 1.21 180 2.7

3 343,686 △ 0.1 83.3 △ 4.2 330,619 3.3 16.8 7.0 28,888 △ 1.3 438 △ 3.8 891 7.5 2.16 1.22 180 2.6

4 518 △ 3.6 849 12.3 2.19 1.23 188 2.5

出所 総務省 厚生労働省 総務省

山梨県の主要経済指標③

全国の主要経済指標③

（注１）調査世帯数などの影響から前年比が大きく変動する場合があります。　（注２）年数値は年度計または年度平均 　（注 3）pは速報値

（注 2） （注 2） （注 2） （注 2）

（注 2） （注 2） （注 2）
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摘要

年月

新 設 住 宅 着 工 戸 数 着工建築物床面積
（除く居住専用）

公 共 工 事
保証請負額 企　業　倒　産

金 融 機 関 勘 定 （注 2）

合　計 持　家 貸　家 預　金 貸　出

戸数 前年比 戸数 前年比 戸数 前年比 面積 前年比 金額 前年比 件数 前年比 負債総額 前年比 金額 前年比 金額 前年比

戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ ㎡ ％ 億円 ％ 件 ％ 百万円 ％ 億円 ％ 億円 ％

2019 年 4,841 7.1 3,107 8.7 1,007 △ 10.6 427,750 △ 9.2 1,439 6.2 41 △ 14.6 9,839 51.4 45,556 1.5 18,786 △ 1.0

2020 年 4,101 △ 15.3 2,729 △ 12.2 815 △ 19.1 229,784 △ 46.3 1,390 △ 3.4 31 △ 24.4 6,856 △ 30.3 49,567 8.8 20,003 6.5

2021 年 4,513 10.0 2,997 9.8 960 17.8 428,888 86.6 1,445 4.0 19 △ 38.7 5,681 △ 17.1 51,037 3.2 19,992 △ 0.1

2021.	 4 198 △ 36.9 142 △ 36.0 26 △ 45.8 9,803 △ 63.8 205 85.0 2 △ 50.0 1,675 360.2 49,856 9.1 19,836 5.8

5 390 25.4 251 8.2 69 60.5 26,187 65.3 89 △ 32.1 1 0.0 240 △ 16.7 50,135 6.0 19,928 4.2

6 377 24.8 249 19.7 92 33.3 87,079 529.0 159 5.1 0 - 0 - 50,775 5.8 19,892 2.8

7 573 36.4 298 13.7 201 77.9 19,721 △ 58.6 171 27.9 1 △ 75.0 68 △ 97.0 50,561 5.4 19,950 2.1

8 371 △ 2.6 295 22.9 35 △ 66.3 27,026 167.8 120 4.9 4 33.3 2,547 332.4 50,549 4.0 19,769 1.6

9 396 30.3 270 41.4 97 29.3 131,421 1072.9 191 2.0 1 △ 50.0 67 39.6 50,186 3.7 19,846 1.5

10 491 29.2 278 13.5 165 66.7 26,503 139.3 130 △ 11.0 4 - 482 - 50,253 3.4 19,782 0.7

11 314 △ 15.8 236 △ 14.8 32 △ 38.5 25,554 121.2 89 19.9 1 △ 50.0 65 △ 81.2 50,534 3.6 19,819 1.5

12 407 16.6 291 14.6 57 62.9 16,693 58.0 82 60.1 2 0.0 93 △ 92.8 51,037 3.2 19,992 △ 0.1

2022.	 1 310 6.9 211 △ 4.1 47 88.0 5,681 △ 43.7 31 △ 48.9 1 - 2,000 - 50,515 2.3 19,925 △ 1.1

2 407 9.1 224 3.2 119 8.2 42,059 68.2 49 △ 35.1 0 0 - 50,417 1.6 19,986 △ 1.3

3 375 12.6 190 △ 24.0 132 158.8 16,939 △ 28.8 129 △ 15.9 3 200.0 1,151 411.6 51,074 1.7 20,653 △ 1.4

4 340 71.7 178 25.4 47 80.8 30,242 208.5 155 △ 24.1 1 △ 50.0 20 △ 98.8

出所 国土交通省 東日本建設業保証 東京商工リサーチ 日本銀行

摘要

年月

新 設 住 宅 着 工 戸 数 着工建築物床面積
（除く居住専用）

公 共 工 事
保証請負額 企　業　倒　産

金 融 機 関 勘 定 （注 2）

合　計 持　家 貸　家 預　金 貸　出

戸数 前年比 戸数 前年比 戸数 前年比 面積 前年比 金額 前年比 件数 前年比 負債総額 前年比 金額 前年比 金額 前年比

百戸 ％ 百戸 ％ 百戸 ％ 千㎡ ％ 億円 ％ 件 ％ 億円 ％ 百億円 ％ 百億円 ％

2019 年 9,051 △ 4.0 2,887 1.9 3,423 △ 13.6 53,666 △ 4.5 150,255 1.1 8,383 1.8 14,232 △ 4.2 79,957 2.6 52,466 1.8

2020 年 8,153 △ 9.9 2,611 △ 9.6 3,068 △ 10.4 47,691 △ 11.1 153,658 △ 2.5 7,773 △ 7.3 12,200 △ 14.3 87,619 9.6 55,444 5.7

2021 年 8,565 5.1 2,856 9.4 3,214 4.8 51,894 8.8 140,503 △ 5.2 6,030 △ 22.4 11,507 △ 5.7 90,777 3.6 56,114 1.2

2021.	 4 745 7.1 229 8.8 288 13.6 4,505 4.7 20,940 △ 9.2 477 △ 35.8 841 △ 42.0 90,378 8.7 55,700 3.1

5 702 9.9 229 16.2 251 4.3 4,670 8.7 14,133 6.3 472 50.3 1,687 7.4 90,806 6.0 55,597 1.1

6 763 7.3 262 10.6 298 11.8 4,579 12.9 16,508 0.7 541 △ 30.6 686 △ 46.8 90,280 4.9 55,525 0.2

7 772 9.9 261 14.8 292 5.5 4,290 4.5 13,898 △ 9.9 476 △ 39.7 715 △ 29.1 90,032 4.6 55,557 0.3

8 743 7.5 251 14.5 287 3.8 3,356 △ 16.0 11,575 △ 11.0 466 △ 30.1 910 25.6 90,166 4.2 55,495 0.2

9 732 4.3 257 14.9 283 12.8 3,923 △ 12.6 12,682 △ 15.1 505 △ 10.6 909 28.4 90,008 3.9 55,667 0.6

10 780 10.4 268 16.6 298 14.5 5,761 48.6 10,767 △ 19.8 525 △ 15.9 985 25.7 90,323 4.1 55,630 0.7

11 734 3.7 253 5.5 268 1.4 3,959 9.6 7,534 △ 14.5 510 △ 10.4 941 △ 7.8 90,843 3.6 55,836 0.6

12 684 4.2 227 △ 0.4 252 3.3 4,966 33.7 6,859 △ 6.6 504 △ 9.7 932 △ 32.7 90,777 3.6 56,114 1.2

2022.	 1 597 2.1 181 △ 5.6 231 16.6 3,830 6.8 5,209 △ 17.7 452 △ 4.6 669 △ 17.8 90,994 3.6 55,977 0.9

2 646 6.3 193 △ 5.6 236 4.6 4,033 13.2 5,897 △ 9.1 459 2.9 710 5.2 91,211 3.4 56,171 0.9

3 761 6.0 202 △ 9.4 323 18.6 3,901 △ 17.6 14,499 △ 4.3 593 △ 6.5 1,697 20.0

4 762 2.2 210 △ 8.1 294 2.1 5,305 17.8 20,105 △ 4.0 486 1.9 813 △ 3.4

出所 国土交通省 東日本・西日本・
北海道建設業保証 東京商工リサーチ 日本銀行

山梨県の主要経済指標④

全国の主要経済指標④

（注１）年数値は年度計　　（注２）年数値は年末残高

（注 1）

（注 1）
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地理的表示（GI）保護制度について

　2022 年 3 月 31 日、身延町特産の「あけぼの大豆」が農産品では県内初となる「地理的表示保護制度」に登録
されました。地域には、伝統的な生産方法や気候・風土・土壌などの生産地の特性が、品質等の特性に結びつい
ている産品が多く存在しており、これらの産品の名称として「地理的表示（Geographical	Indication）」（以下
「GI」という。）を登録・指定し、知的財産として保護する制度を「地理的表示（GI）保護制度」と言います。
今回はこの制度を紹介します。
　まず国際的な大枠として、GIはWTO（世界貿易機関）協定の附属書「知的所有権の貿易関連の側面に関する
協定（TRIPS協定）」において知的財産権の一つとして位置づけられています。WTO加盟国で、各国政府により
相互に保護されている権利として認知されており、現在は 100ヵ国を超える国で独自の制度が導入されています。
　日本においては、農林水産省が管轄し「あけぼの大豆」などの農林水産物等を対象とする制度と、国税庁が管
轄し酒類を対象とする制度の 2 種類あります。国内での GI は、農林水産物等で 41 都道府県の 116 産品（2022
年 3 月 31 日時点）が登録されているほか、酒類で 23 件（2022 年 4 月 13 日時点）が指定されています。
　農林水産物に関しては、2015 年 6 月施行の「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律」に基づき、地域
と結びついた特性を有する「産品の名称」を保護します。GI 申
請は、生産者単独では行えず、生産・加工団体（組合・協会な
ど）からの申請が必要です。登録される産品には品質や社会的評
価などの「産品の特性」と生産地の気候や風土・土壌などの「自
然的な特性」、および伝統的な製法・文化などの「人的な特性」
が結びついていることが求められ、その状態で、その産品が一定
期間（概ね 25 年）継続して生産されていることが必要です。
　一方、酒類に関しては「酒税の保全及び酒類業組合等に関する
法律」に基づき、地域の共有財産である「産地名」の適切な使用
と産地名が有する「ブランド価値」を保護します。県内では「ぶ
どう酒」（2013 年 7 月 16 日）と「清酒」（2021 年 4 月 28 日）が
指定されています。GI 申請できる酒類には、①酒類の特性（品
質・社会的評価）があり、それが確立している（一定期間製造さ
れている）こと、②酒類の特性が主として酒類の産地に帰せられ
ていること（産地の風土・ノウハウなど）、③酒類の原料・製法
等が明確であることが求められます。
　「地理的表示（GI）保護制度」のメリットは、生産者側、消費
者側の双方にあります。生産者側のメリットは、①模造品の排
除、②ブランド力の向上、③品質保証、④所得（収益）増加、⑤
地域財産の共有、⑥日本の地域ブランド産品として海外展開に寄
与、⑦生産意欲の向上、⑧地域ブランドの保護などがあります。
一方、消費者側のメリットは、品質が保証されている商品を安心
して購入できることです。なお、GI 登録・指定されると、産品
や製品に「地理的表示（産地名）」と登録標章（GI マーク）を使
用することができます。
　県内には、まだまだ、地域で眠っている産品や製品があります
が、この制度の活用により、他の同種品との差別化やブランド化
を図ることができます。GI が広く世界に伝わることで、地域の
自慢の産品や製品の価値向上や消費拡大のほか、生産者のモチ
ベーション向上や産地の活性化などが期待されます。 （出典：国税庁HP）

【酒類の地理的表示保護制度】

（出典：農林水産省HP）

(indicate)

【農林水産物の地理的表示保護制度】
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